
自家用自動車の安全運転管理者、運転者等の事務負担軽減について 

令和６年５月１５日 

事 務 局 

〇現状 

  道路交通法上、人・物の輸送を業務としていない事業者が、一定台数以上（例えば、一般車の場

合は５台以上）の自家用自動車（一般企業における社用車や官公庁・学校等における公用車な

ど。）を使用する場合、自動車の安全運転を確保するため、安全運転管理者を選任することを必要

とする「安全運転管理者制度」がある（※）。 

当該制度については、酒気帯びの有無の確認業務について、遠隔実施、業務委託等が可能で

あることの解釈は明確化されている。一方で、点呼等により確認することとされている以下の業務

及び安全な運転を確保するために必要な指示に関しては、遠隔実施、業務委託等の解釈が示され

ていない。 

・運転者が行う自動車の点検の実施の確認

・過労、病気その他の理由により正常な運転をすることができないおそれの有無の確認

（※）人や物を有償で運搬する場合に適用される道路運送法上の運行管理とは異なる概念。 

〇課題 

  実務上、酒気帯びの有無の確認と点呼等による上記の業務及び必要な指示は、一体的に実施さ

れている。そのため、酒気帯びの有無の確認について遠隔実施や外部委託が可能であったとして

も、点呼等による上記の業務及び必要な指示について遠隔実施や外部委託ができなければ、点

呼等による上記の業務及び必要な指示と合わせて酒気帯びの有無の確認も運転者を出勤させて

安全運転管理者が対面で実施するしかなく、安全運転管理者や運転者の事務負担の軽減につな

がっていない、といった指摘が事業者から要望として寄せられている。 

〇課題に対する規制改革の方向性 

  基本的な方向性として、「点呼等による確認」及び必要な指示に関する遠隔実施、業務委託を可

能とし、安全運転管理業務のデジタル化による安全運転管理者、運転者等の働き方改革を促す。 

 具体的には、自動車の安全運転管理者が担う事務負担を軽減する観点から、安全運転管理者 
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等が行う点呼について、道路交通法施行規則第９条の10第５号の規定（自動車の点検の実施及び

過労、病気その他の理由により正常な運転をすることができないおそれの有無を確認し、安全な運

転を確保するために必要な指示を与えること）の解釈を明確化し、遠隔実施及び外部委託が可能

とする方向で検討を行う。[令和６年度] 

〇留意事項（主な論点、今後の調整事項等） 

  本規制改革の周知については、本規定の適用を受ける者が広く一般の方であることから、広く周

知されるよう工夫が必要である。 
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一定台数以上の自動車を使用する自動車の使用者は、自動車の使用の本拠（事業所等）ごとに、
自動車の安全な運転に必要な業務を行う者として安全運転管理者の選任を行わなければならない。
※運行管理者等を置く自動車運送事業者、第二種貨物利用運送事業者及び自家用有償旅客運送事業者の事業所は対象外

１ 安全運転管理者の選任義務

○ 乗車定員が11人以上の自動車 １台以上
○ その他の自動車 ５台以上

※ 大型自動二輪車又は普通自動二輪車は、それぞれ１台を0.5台として計算
※ 台数が20台以上40台未満の場合は副安全運転管理者を１人、40台以上の場合は
20台を増すごとに1人の副安全運転管理者の選任が必要

２ 安全運転管理者の選任を必要とする自動車の台数

３ 安全運転管理者等の要件

安全運転管理者 副安全運転管理者
20歳以上

（副安全運転管理者が置かれる場合は30歳以上）
20歳以上

自動車の運転の管理に関し2年以上の
実務の経験を有する者等

自動車の運転の管理に関し１年以上の
実務の経験を有する者等

○ 運転者の状況把握 ○ 安全運転確保のための運行計画の作成
○ 長距離、夜間運転時の交代要員の配置 ○ 異常気象時等の安全確保の措置
○ 点呼等による過労、病気その他正常な運転をすることができないおそれの有無の確認
と必要な指示

○ 運転者の酒気帯びの有無の確認（目視等で確認するほか、アルコール検知器を用いた
確認を実施）

○ 酒気帯びの有無の確認内容の記録・保存、アルコール検知器の常時有効保持
○ 運転日誌の備え付けと記録 ○ 運転者に対する安全運転指導

４ 安全運転管理者等の業務

安全運転管理者等を選任したときは、選任した日から15日以内に都道府県公安委員会に届け出
なければならない。
※ 届出に関する質問については自動車の使用の本拠の位置を管轄する都道府県警察又は警察署まで

５ 安全運転管理者等の選任の届出義務

安全運転管理者制度の概要

＜欠格事項＞
○ 過去２年以内に都道府県公安委員会による安全運転管理者等の解任命令を受けた者
○ 次の違反行為をして２年経過していない者

酒酔い・酒気帯び運転、麻薬等運転、妨害運転、無免許運転、救護義務違反、飲酒運転に関し車両等を提供する行為、
酒類を提供する行為及び要求・依頼して同乗する行為、無免許運転に関し自動車等を提供する行為及び要求・依頼して同乗する行為、
自動車の使用制限命令違反

○ 次の違反を下命・容認してから２年経過していない者
酒酔い・酒気帯び運転、麻薬等運転、過労運転、無免許運転、大型自動車等の無資格運転、最高速度違反、積載制限違反運転、
放置駐車違反
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出典：警察庁HP(https://www.npa.go.jp/bureau/traffic/anzenuntenkanrisya/pdf/seido.pdf)
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出典：令和5年版交通安全白書 第1編 第1部 第2章 第3節 P.118
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